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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ (2) 提出会社の経営指標等において「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略し

ている。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 47,267 47,930 48,655 97,505 99,012

 経常利益 (百万円) 875 1,171 1,153 2,430 2,480

 中間(当期)純利益 (百万円) 191 441 361 1,298 1,470

 純資産額 (百万円) 37,222 38,751 39,989 38,398 40,618

 総資産額 (百万円) 82,597 83,470 83,639 84,970 87,357

 １株当たり純資産額 (円) 196.58 204.76 211.38 202.85 214.67

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 1.01 2.33 1.91 6.86 7.77

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 45.1 46.4 47.8 45.2 46.5

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 3,999 3,170 3,625 6,395 3,919

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △1,476 △1,753 △1,266 △2,885 △3,925

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △3,258 △2,102 △2,448 △4,028 221

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 2,758 2,283 3,249 2,935 3,349

 従業員数〔外、平均 
 臨時雇用人員〕

(名)
3,316
〔440〕

3,384
〔435〕

3,203
〔435〕

3,550
〔427〕

3,431
〔427〕

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 40,423 40,967 40,231 83,566 84,218

 経常利益 (百万円) 633 827 696 1,830 1,766

 中間(当期)純利益 (百万円) 189 368 426 726 1,116

 資本金 (百万円) 14,640 14,640 14,640 14,640 14,640

 発行済株式総数 (株) 195,627,147 195,627,147 195,627,147 195,627,147 195,627,147

 純資産額 (百万円) 36,960 37,730 38,425 37,702 38,884

 総資産額 (百万円) 79,243 78,886 78,822 81,082 82,023

 １株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

 自己資本比率 (％) 46.6 47.8 48.7 46.5 47.4
 従業員数 (名) 1,898 1,829 1,787 1,837 1,785



２ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、シューズ製品、プラスチック製品、産業資材製品の製造及

び販売を主な事業としている。 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

シューズ 1,233〔327〕

プラスチック 830〔 35〕

産業資材 968〔 49〕

全社(共通) 172〔 24〕

合計 3,203〔435〕

従業員数(名) 1,787



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績  

当中間連結会計期間の日本経済は民需主導で推移し民間設備投資、個人消費共に堅調に推移した。一

方、原材料価格の高騰が続き収益に大きく影響する中、当社グループにとって厳しい状況が続いた。  

 このような事業環境の下、「世界に通用するモノづくり」を目指して価値で競える製品開発に注力す

ると共に、製品価格の是正と徹底したコスト削減に取り組んできた。  

 シューズ事業では消費者のニーズをとらえて開発したジュニアスポーツシューズが前期に引き続き大

きく収益に貢献する一方、ナショナルブランドは苦戦した。「エコー」はプレミアムブランドとしての

ポジションを築くべく積極的に高単価商品を投入したが、市況の停滞感から回復が遅れた。プラスチッ

ク事業、産業資材事業は、原材料価格高騰という厳しい環境の下、車輌分野では独自技術を生かした物

づくりとグローバルな展開を図り、住宅分野においては環境に配慮した商品群で差別化を行った。ま

た、ＩＴ分野においては、国内半導体市場の好況を背景にして、高付加価値商品を積極的に展開し、拡

販に注力した。 

 その結果、当社グループの中間連結業績は、売上高48,655百万円(前中間期比1.5％増)、営業利益

1,082百万円(前中間期比8.5％増)、経常利益1,153百万円(前中間期比1.5％減)、中間純利益361百万円

(前中間期比18.1％減)となった。 

 

 事業の種類別セグメント情報の状況は次のとおりである。 

<シューズ事業> 

 シューズは、小売業態の大きな変化が続く中、商品企画力並びに提案型営業の強化を進めてきた。そ

の結果、消費者のニーズをとらえ開発したジュニアスポーツシューズ「瞬足」が前期同様に売上を大き

く伸ばす事ができた。 

 ナショナルブランド商品については、スニーカー市場のデフレ状況下、苦戦が続いた。特にゴールデ

ンウィーク明けからの天候不順により夏物が苦戦をした。今後、「スケッチャーズ」については、リテ

ールサポートシステム、テスト＆リアクトを積極的に実施し消費者の目線で新分野での展開を前進さ

せ、さらなる市場の拡大を図っていく。 

 「エコー」は、プレミアムブランドとしてのポジションを築くため積極的に高単価商品の投入を実施

した。今後さらにブランドポジションの地位を高めることを推進し、エコーの認知度を高め、エコーの

イメージコンセプトを消費者に伝え、コンフォートフットウェアの分野において、革新的で、消費者ニ

ーズＮｏ.1ブランドを志向していく。 

 当事業の中間連結業績は売上高13,800百万円(前中間期比1.5％増)、営業利益856百万円(前中間期比

2.2％減)となった。  

 

<プラスチック事業> 

 フイルムは、原材料価格の高騰を受ける中で、新用途開発および表面改質による機能性フイルム開発

に取り組み、高付加価値素材をＩＴ関連市場に積極提案した結果、産業素材分野、およびクリーンルー

ム用パーティション材は成果を上げる事ができた。 

 農業資材は、原材料価格アップ分を吸収すべくコスト削減の徹底と製品価格の改定に注力した。ま

た、各地域の作物・気候条件に対応した高機能農業用フイルム・副資材の販売に注力したが、市場の縮

小に抗し切れず苦戦をした。 



海外子会社であるアキレスＵＳＡは、米国経済が引き続き堅調に推移する中、文具用・ステッカー

用・工業資材用・医療用が大きく伸長した。 

 レザーおよび合成皮革カブロンは、独自技術を生かした物づくりと車輌内装用・家具用・産業資材用

分野の三市場へ経営資源の集中を図ってきたが、市場開発に注力した産業資材用分野で苦戦した。成長

分野として最注力の車輌内装用は、車輌メーカーの海外進出を受けてグローバルな展開を図り、中国で

の増産体制も整い、国内外共に所期の成果を上げる事ができた。 

 ゴム引布製品は、管工機材設備関連の排水管用継手「アキレスジョイント」が大きく伸長し、成果を

上げる事ができた。内需ボートは、釣り用の新商品導入により安定した販売を確保できたが防災需要の

減もあり、回復基調にはあるが、苦戦を強いられた。国内外ともゴム引布原反については、高品質のハ

イパロン原反を中心に販売拡大を目指したが、需要の低迷が大きく影響し苦戦した。今後、さらなるグ

ローバルな展開を図るとともに、新商品の積極的導入により、業績の改善を目指していく。 

 当事業の中間連結業績は売上高15,997百万円(前中間期比4.9％増)、営業利益868百万円(前中間期比

1.7％増)となった。 

 

<産業資材事業> 

 ウレタンは、引き続く原材料価格の高騰、既存市場の縮小と市場環境が厳しい中で、製販一体となっ

てコストダウンに取り組むと共に、製品価格の改定に注力した。また、原材料価格アップの対策とし

て、より付加価値を高めた商品の開発、上市をすべく、提案活動を積極的に行ったが、計画の達成まで

には至らず来期を期す事となった。 

  断熱関連商品は、主力である建築市場は徐々に回復基調となっているが、耐震強度偽装問題や異常

気象等の影響による建築物件の着工遅れと、依然高騰する原材料価格により苦戦した。しかし、最注力

中のノンフロン商品群の性能(低熱伝導)、技術(ノンフロン現場吹付け断熱システム)でさらなる差別化

に目処が立ち一層の伸長を図っていく。さらに、合板に代わる環境対応型商品(断熱兼用型枠ボード

「カタダン」、リサイクルボード「ＵＲボード」等)の拡販、外断熱商品(「ノンフロンＳＤパネル」

等)の開発強化を進め業績改善を期していく。 

 建装関連商品は、マンション等住宅建設市場の若干の回復状況が見られるものの、引き続く原材料価

格の高騰が影響し苦戦した。床材は、ライフサイクルコスト低減並びに環境対応をコンセプトとしたノ

ンワックスメンテナンスフロア「オプティマ」および高級床装飾タイル「ルージョン」の拡販に注力し

所期の成果を上げる事ができた。壁材では、リフォーム需要対応「フリース壁紙」の展開に継続注力す

る。 

 静電気対策商品は、中国市場において、ＨＤＤ業界の企業再編の影響を受け主力のＴＳＡ方式のサス

ペンションの生産数量がダウンし苦戦した。中国工場に新規投入した精密射出成形品の生産ラインを中

心に、好調なＯＡ機器業界向けの除電ブラシと合わせて、取り扱い商品の多角化を図っていく。一方、

日本国内市場においては、半導体分野の好況もあり、半導体製造用ＳＴ処理フイルムとシリコンウェハ

ーや半田ボールの出荷ケース類が伸長し、クリーンルーム用品の拡大と相まってほぼ計画どおりの成果

を上げる事ができた。引き続き、半導体製造分野・液晶製造分野に新製品を投入し、さらなる業績改善

に注力していく。 

 大型ＲＩＭ成形品は、市場で好評を得ている地中埋設製品の好調が持続した事に加えて、医療機器用

途で新規採用が増加し、所期の成果を上げる事ができた。今後、電鋳マスク分野での新商品開発に注力

し、一層の業績改善を期していく。 

 当事業の中間連結業績は売上高18,857百万円(前中間期比1.2％減)、営業利益689百万円(前中間期比

18.5％減)となった。 

  



所在地別セグメント情報の状況は、次のとおりである。 

 

<日本> 

 当中間連結会計期間の日本経済は民需主導で推移し民間設備投資、個人消費共に堅調に推移したが、

原材料価格の高騰が続き収益に大きく影響し、当社グループにとっては厳しい環境が続いた。  

 シューズ事業についてはジュニアスポーツシューズで消費者のニーズをとらえた商品作りが功を奏し

て収益に貢献したが、ナショナルブランド・エコーは苦戦した。また、プラスチック事業、産業資材事

業は、原材料価格の高騰という厳しい環境の下、独自技術を生かした物づくりと環境に配慮した商品群

で差別化等に注力した。  

 当所在地の中間連結業績は売上高44,033百万円（前中間期比0.6％減）、営業利益は1,919百万円（前

中間期比12.3％減）となった。  

 

<その他の地域> 

 北米では、現地生産・現地販売の強みを生かし、文具用・ステッカー用・工業資材用・医療用が大き

く伸長した。また、原材料の高止まりによるコストアップ分を吸収すべく製品価格の改定に注力した結

果、堅調に推移した。  

 アジアにおいては、シューズ製品は生産規模が縮小しているなか、人員削減等採算確保に注力した。

車輌メーカーの海外進出を受けてグローバルな展開を図り、中国での増産体制を整えた車輌資材は引き

続き伸長することができた。一方、好調に推移していた電子材料は企業再編の影響を受け主力のＴＳＡ

方式サスペンションの生産数量がダウンし苦戦した。  

 当所在地の中間連結業績は売上高4,622百万円（前中間期比27.8％増）、営業利益は489百万円（前中

間期比28.0％増）となった。  

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は3,249百

万円(前中間期末比966百万円増加、前期末比100百万円減少)となった。各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりである。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果、増加した資金は3,625百万円(前中間期比454百万円収入増)となった。これは主に税

金等調整前中間純利益1,128百万円、減価償却費1,566百万円および売上債権2,383百万円の回収等によ

る収入ならびに退職給付引当金の減少717百万円等によるものである。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動の結果、減少した資金は1,266百万円(前中間期比487百万円支出減)となった。これは主に固

定資産取得による支出1,270百万円等によるものである。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動の結果、減少した資金は2,448百万円(前中間期比346百万円支出増)となった。これは借入金

返済による支出1,875百万円、配当金の支払額567百万円等によるものである。   

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

シューズ 5,880 △12.9

プラスチック 14,678 2.5

産業資材 16,197 3.1

合計 36,756 △0.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

シューズ 15,004 2.0 3,004 7.5

プラスチック 16,197 4.2 1,428 25.6

産業資材 18,986 △0.9 498 15.0

合計 50,187 1.5 4,930 13.0

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

シューズ 13,800 1.5

プラスチック 15,997 4.9

産業資材 18,857 △1.2

合計 48,655 1.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はな

い。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりである。 

 
(注) 上記の契約においては、それぞれロイヤルティーとして売上高の一定率を支払っている。 

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発活動については競合品との差別化、高付加価値化を目指した新商品開発と上市を最重要 

施策の一つとして捉え、３Ｅ（エレクトロニクス、エコロジー、エネルギー）分野のうち特に車輌 

資材、電子材料、住宅資材、生活用品向けの新商品開発に注力した。また、分散していた開発部を 

前期に統合し、総合的な開発を担う研究開発本部を発足させ、部門間に跨る当社グループのコア技 

術を融合させることによる商品開発も試みている。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は1,104百万円である。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の各事業の研究の目的、主要課題、研究成果および研 

究開発費は以下のとおりである。なお、上記研究開発費の総額には各事業の種類別セグメントに直 

接配分できない基礎研究費334百万円が含まれている。 

  

(1) シューズ事業 

  靴として求められる基本性能である快適性の向上を目的に、靴の蒸れ感を低減させる、ソール 

 から通気する新構造の開発に注力、インジェクション製法、ハンドメイド製法それぞれでの基本 

 技術確立を図っている。 

  さらに、子供の安全を基本テーマとし、防犯ブザー付き商品の開発を行うとともに、位置検索 

 システムの靴への応用を検討、新たな商品展開、拡充を進めている。 

  前期に確立した特殊軽量化配合技術による軽量総ゴムブーツについては、当期より量産を開始 

 した。 

  当事業に係る研究開発費は223百万円である。 

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間

アキレス
株式会社

NAF NAF SA フランス国 シューズ 平成18年７月１日
商標NAF NAFを付した
履物の製造とディスト
リビューション契約

平成18年７月１日より
平成19年６月30日まで

アキレス
株式会社

ベ ネ ト ン 
ジャパン㈱

日本国 シューズ 平成18年７月18日
商標UNITED COLORS OF 
BENETTON.の履物への
使用

平成18年１月１日より
平成20年12月31日まで



(2) プラスチック事業 

  一般フイルムは、産業用機能性フイルムに注力し、車輌関連、電子材料関連、住宅関連を中心 

 に開発を進めた。特に、電子材料関連は、半導体製造プロセスフイルム関連の開発、高機能化に 

 注力し、新規電子線照射設備を活用した開発を行った。  

  農業資材関連は、高い市場評価を得ているハウス用遮光剤「ファインシェード」をシリーズ化  

 し拡販するとともに、新規機能性被覆材として、遮熱機能を有する農業用ビニールフイルム「ア  

 キレスあすかクール」の開発・上市を行った。  

  合成皮革は、積極的に海外企業と提携を進め、高耐久性車輌合成皮革の開発に注力した。さら 

 に、次代型ＶＯＣ対応車輌用合成皮革の開発のため、新規開発プロジェクトを強化・推進し、独 

 自技術の開発に注力している。また、可視光光触媒塗工合成皮革を独自技術により開発し、家具 

 用素材を中心に市場展開した。 

  引布では、排水管用継手の新商品開発に注力し、売上の拡大を図りながら、海外向けボート原 

 反の新規格開発、熱可塑性ポリウレタンエラストマー引布の用途開発を進め、新規需要喚起・市 

 場拡大を図った。 

  当事業に係る研究開発費は228百万円である。 

 

(3) 産業資材事業 

  軟質ウレタンでは、電子材料関連でノンハロゲンフォーム、非帯電フォームなどの開発に注力  

 した。また、家具・寝装・介護用品分野に機能性、快適性を改善した低反発弾性フォームを継続  

 して投入し、自社応用商品化も推進した。また、水処理用バイオエアロン（旧バイオコロニー）  

 の作業性を改良して商品群を拡大し、工業用フォーム素材の拡販も図った。 

  断熱資材分野では、画期的な断熱性能のノンフロン発泡「Ｑ１ボード」を開発し、上市準備中 

 である。超臨界炭酸ガスによるノンフロン・スプレー原液を開発・拡販した。ＥＰＳ外断熱用Ｓ 

 Ｄパネルの改良、さらにはシート、塗膜での制熱（断熱、遮熱、放熱）技術の開発を推進した。 

  工業資材分野では引き続き導電性ポリマー「ＳＴポリ」の応用研究を進め、ＩＴ関連商品への 

 拡大展開を図り、新たな用途として有機ＥＬ部材としての可能性を見いだした。また、精密射出 

 成形技術とクリーン化、導電化技術の融合で機能性向上の研究を行った。 

  当事業に係る研究開発費は317百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更は次のとおりである。 

 
(注)上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

※１ 前連結会計年度末の計画は投資予定額230百万円、完成予定年月平成19年３月であったが、車室内ＶＯＣ 

   （揮発性有機化合物）低減対応車輌内装用カブロン製造設備導入のため投資予定額を25億円に、うち平成 

   19年10月完成予定の第１期工事分として1,984百万円に変更した。完成後の増加能力は生産能力50％増を 

   見込んでいる。 

 

※２ 前連結会計年度末の計画は完成予定年月平成19年３月であったが、物流統合方法再検討のため完成予定年月 

   を平成19年12月に変更した。 

 

※３ 前連結会計年度末の計画は完成予定年月平成19年３月であったが、付帯設備見直しのため完成予定年月を 

   平成19年９月に変更した。 

  

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

なお、前連結会計年度末に計画していた重要な設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは

次のとおりである。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完成予定 
年月

(注)
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出 
会社

足利第一工場 
(栃木県足利市)

プラスチック カブロン製造設備 1,984 ― 自己資金 ―
平成19年 
10月

※１

足利第二工場 
(栃木県足利市)

シューズ シューズ物流設備 149 ― 自己資金 ―
平成19年
12月

※２

滋賀第二工場 
(滋賀県犬上郡
豊郷町)

産業資材 断熱資材製造設備 100 ― 自己資金 ―
平成19年 
９月

※３

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容
投資額
(百万円)

資金調達
方法

完了年月
完成後の
増加能力

提出 
会社

足利第二工場 
(栃木県足利市)

産業資材

断熱資材製造設備 123 自己資金
平成18年 
６月

―

壁材製造設備 93 自己資金
平成18年 
９月

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 339,770,000

計 339,770,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 195,627,147 195,627,147
東京証券取引所
市場第一部

―

計 195,627,147 195,627,147 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 195,627 ― 14,640 ― 3,660



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記以外に自己株式6,440千株(3.29％)がある。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決権8個)含まれている。

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式977株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 9,361 4.79

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２－６－１ 8,630 4.41

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 5,640 2.88

東京アキレス協和会
東京都新宿区大京町22－５
アキレス㈱内

5,171 2.64

足利アキレス協和会
栃木県足利市借宿町668
アキレス㈱足利第一工場内

4,660 2.38

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 4,403 2.25

アキレス従業員持株会
東京都新宿区大京町22－５
アキレス㈱内

4,365 2.23

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 4,318 2.21

大阪アキレス協和会
大阪府大阪市西区西本町１－14－15
アキレス㈱内

3,589 1.83

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１－６－６
日本生命証券管理部内

3,535 1.81

計 ― 53,674 27.43

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  6,440,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 187,317,000 187,317 ―

単元未満株式 普通株式  1,870,147 ― ―

発行済株式総数 195,627,147 ― ―

総株主の議決権 ― 187,317 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとお

りである。 

(1) 新任役員 

 該当事項はない。 

 

(2) 退任役員  

 該当事項はない。 

 

(3) 役職の異動 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
アキレス株式会社

東京都新宿区大京町22番地
の５

6,440,000 ― 6,440,000 3.29

計 ― 6,440,000 ― 6,440,000 3.29

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 261 252 207 214 237 246

最低(円) 239 201 179 183 187 210

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 研究開発本部長兼知的財産部長 取締役 研究開発本部長 伊藤 守 平成18年９月26日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

   

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

   

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監

査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 2,291 3,258 3,358

  受取手形及び売掛金 ※６ 30,466 30,474 32,908

  たな卸資産 13,675 13,863 13,658

  繰延税金資産 1,240 919 1,239

  その他 840 636 664

  貸倒引当金 △331 △266 △320

   流動資産合計 48,183 57.7 48,884 58.4 51,510 59.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

   建物及び構築物 ※２ 9,362 9,515 9,676

   機械装置及び運搬具 8,562 8,125 8,325

   土地 5,425 5,428 5,431

   建設仮勘定 139 214 201

   その他 1,217 1,198 1,178

    有形固定資産合計 24,707 29.6 24,482 29.3 24,813 28.4

 ２ 無形固定資産

   連結調整勘定 14 ― 7

   その他 643 566 629

    無形固定資産合計 657 0.8 566 0.7 637 0.7

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 3,734 3,949 4,526

   繰延税金資産 4,712 4,463 4,490

   その他 2,008 1,745 1,832

   貸倒引当金 △533 △453 △453

投資その他の資産合計 9,921 11.9 9,705 11.6 10,395 11.9

    固定資産合計 35,287 42.3 34,754 41.6 35,846 41.0

     資産合計 83,470 100.0 83,639 100.0 87,357 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形及び買掛金 ※６ 18,498 18,525 18,827

  短期借入金 2,535 2,796 4,674

一年内返済予定長期借入金 4,800 ― ―

  未払法人税等 337 248 471

  その他 ※６ 7,614 6,811 6,766

   流動負債合計 33,785 40.5 28,382 33.9 30,740 35.2

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ― 5,000 5,000

  繰延税金負債 387 455 468

  長期預り金 2 1 2

  退職給付引当金 10,207 9,609 10,161

  役員退職慰労引当金 335 201 366

   固定負債合計 10,932 13.1 15,267 18.3 15,998 18.3

    負債合計 44,718 53.6 43,649 52.2 46,738 53.5



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 14,640 17.5 ― ― 14,640 16.8

Ⅱ 資本剰余金 11,372 13.6 ― ― 11,373 13.0

Ⅲ 利益剰余金 13,094 15.7 ― ― 14,124 16.2

Ⅳ 固定資産再評価差額金 ― ― ― ― 134 0.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金 827 1.0 ― ― 1,239 1.4

Ⅵ 為替換算調整勘定 △298 △0.4 ― ― 2 0.0

Ⅶ 自己株式 △886 △1.1 ― ― △896 △1.0

資本合計 38,751 46.4 ― ― 40,618 46.5

負債、少数株主持分及び 
資本合計

83,470 100.0 ― ― 87,357 100.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  資本金 ― 14,640 ―

  資本剰余金 ― 11,373 ―

  利益剰余金 ― 13,918 ―

  自己株式 ― △902 ―

   株主資本合計 ― ― 39,030 46.7 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等 

  その他有価証券 
  評価差額金

― 896 ―

  繰延ヘッジ損益 ― 24 ―

  固定資産再評価差額金 ― 131 ―

  為替換算調整勘定 ― △92 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 959 1.1 ― ―

   純資産合計 ― ― 39,989 47.8 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 83,639 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 47,930 100.0 48,655 100.0 99,012 100.0

Ⅱ 売上原価 36,969 77.1 37,931 78.0 76,908 77.7

   売上総利益 10,961 22.9 10,723 22.0 22,104 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

   運送費及び保管料 2,810 2,887 5,858

   広告費及び販売促進費 1,082 985 1,998

   給料手当及び福利費 3,660 3,632 7,273

   退職給付費用 418 193 835

   役員退職慰労引当金 
   繰入額

30 29 61

   旅費交通費及び通信費 507 501 1,009

   減価償却費 131 124 276

   その他 1,321 9,963 20.8 1,285 9,640 19.8 2,667 19,982 20.2

    営業利益 998 2.1 1,082 2.2 2,121 2.1

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 0 3 21

   受取配当金 46 39 55

   不動産等賃貸料 22 25 46

   持分法による投資利益 ― 28 ―

   為替差益 51 ― 103

   その他 147 268 0.6 81 178 0.4 286 513 0.5

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 56 65 112

   為替差損 ― 23 ―

   その他 38 94 0.2 18 107 0.2 43 155 0.2

    経常利益 1,171 2.4 1,153 2.4 2,480 2.5

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※１ 48 13 71

   産業技術開発費助成金 
   受入額

― ― 62

   地球温暖化防止支援 
   事業費補助金受入額

78 ― 75

   売却用土地等売却益 14 ― 49

   保険差益 10 ― 103

   損害賠償金受入額 ― ― 54

   貸倒引当金戻入益 38 191 0.4 35 49 0.1 65 481 0.5

Ⅶ 特別損失

   固定資産除却損 ※２ 183 74 299

   床材事業構造改革損失 ※３ 288 471 1.0 ― 74 0.2 288 587 0.6

   税金等調整前
   中間(当期)純利益

891 1.9 1,128 2.3 2,374 2.4

   法人税、住民税及び 
   事業税

302 216 762

   法人税等調整額 147 449 0.9 550 766 1.6 141 903 0.9

   中間(当期)純利益 441 0.9 361 0.7 1,470 1.5



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

  〔中間連結剰余金計算書〕 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 11,372 11,372

Ⅱ 資本剰余金増加高

自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

11,372 11,373

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 13,221 13,221

Ⅱ 利益剰余金増加高

中間(当期)純利益 441 441 1,470 1,470

Ⅲ 利益剰余金減少高

配当金 567 567 567 567

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

13,094 14,124



【中間連結株主資本等変動計算書】 

  当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 14,640 11,373 14,124 △896 39,241

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △567 ― △567

 中間純利益 ― ― 361 ― 361

 自己株式の取得 ― ― ― △7 △7

 自己株式の処分 ― 0 ― 1 1

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）
― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
                      (百万円) ― 0 △205 △5 △211

平成18年９月30日残高(百万円) 14,640 11,373 13,918 △902 39,030

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

固定資産再
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,239 ― 134 2 1,376 40,618

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △567

 中間純利益 ― ― ― ― ― 361

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △7

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 1

 株主資本以外の項目の中間連結  
 会計期間中の変動額(純額) △342 24 △3 △95 △416 △416

中間連結会計期間中の変動額合計 
                      (百万円) △342 24 △3 △95 △416 △628

平成18年９月30日残高(百万円) 896 24 131 △92 959 39,989



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

891 1,128 2,374

   減価償却費 1,598 1,566 3,435

   連結調整勘定償却額 6 ― 13

   のれん償却額 ― 6 ―

   貸倒引当金の増加額 
   又は減少額(△)

△85 △53 △176

   受取利息及び受取配当金 △46 △43 △76

   支払利息 56 65 112

   為替差損益 △48 14 △112

   持分法による投資損益 △15 △28 △42

   固定資産除売却損益 202 61 309

   産業技術開発費助成金 
   受入額

  ― ― △62

   地球温暖化防止支援事業費 
   補助金受入額

△78 ― △75

   保険差益 △10 ― △103

   損害賠償金 ― ― △54

   売上債権の増加額(△) 
   又は減少額

2,027 2,383 △415

   たな卸資産の増加額(△) 
   又は減少額

△1,123 △233 △1,160

   仕入債務の増加額 
   又は減少額(△)

46 △282 362

   未払消費税等の増加額 
   又は減少額(△)

△51 54 9

   退職給付引当金の減少額 
   (△)

△130 △717 △145

   その他の資産の増加額 
   (△)又は減少額

409 134 880

   その他の負債の増加額 
   又は減少額(△)

11 △16 △463

小計 3,658 4,038 4,609

   利息及び配当金の受取額 42 80 78

   利息の支払額 △49 △64 △112

   産業技術開発費助成金 
   受入額

― ― 13

地球温暖化防止支援事業費
補助金受入額

78 ― 75

   保険差益 10 ― 145

   法人税等の支払額 △570 △430 △889

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

3,170 3,625 3,919

 



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

   定期預金の純増減額 △1 ― △1

   固定資産の取得による支出 △1,813 △1,270 △3,997

   固定資産の売却による収入 73 17 93

投資有価証券の 
取得による支出

△13 △14 △25

投資有価証券の 
売却による収入

― ― 0

   貸付による支出 △1 ― ―

   貸付金の回収による収入 2 1 5

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,753 △1,266 △3,925

Ⅲ 財務活動による
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加 
   又は減少額(△)

△1,525 △1,875 609

   長期借入金の 
   借入による収入

― ― 5,000

   長期借入金の
 返済による支出

― ― △4,800

   自己株式の取得による支出 △10 △7 △21

   自己株式の売却による収入 1 1 1

   配当金の支払額 △567 △567 △567

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△2,102 △2,448 221

Ⅳ 現金及び現金同等物に
  係る換算差額

33 △11 198

Ⅴ 現金及び現金同等物の
  増加額又は減少額(△)

△652 △100 414

Ⅵ 現金及び現金同等物の
  期首残高

2,935 3,349 2,935

Ⅶ 現金及び現金同等物の
  中間期末(期末)残高

2,283 3,249 3,349



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

子会社30社は全て連結し

た。 

主要な連結子会社名 

アキレス関東販売㈱、アキ

レス中央販売㈱、アキレス

東京販売㈱、広州崇徳鞋業

有限公司、アキレスコアテ

ック㈱、アキレス大阪ビニ

スター㈱、ACHILLES USA, 

INC、アキレスウエルダー

㈱、アキレスマリン㈱、関

東アキレスエアロン㈱、大

阪アキレスエアロン㈱、阿

基里斯電子材料(東莞)有限

公司

同左 子会社30社は全て連結し

た。 

連結子会社は「第１ 企業

の概況」の４関係会社の状

況に記載しているので省略

した。

２ 持分法の適用に関

する事項

関連会社５社は全て持分法

を適用し、適用に際して

は、各社の中間決算日の財

務諸表を使用している。 

なお、各社の中間決算日以

降、中間連結決算日までに

重要な取引はない。 

主要な会社等の名称 

昆山阿基里斯人造皮有限公

司

同左 関連会社５社は全て持分法

を適用し、適用に際して

は、各社の事業年度の財務

諸表を使用している。 

なお、各社の決算日以降、

連結決算日までに重要な取

引はない。 

主要な会社等の名称 

昆山阿基里斯人造皮有限公

司



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連 結 子 会 社 の う ち、

ACHILLES  USA,  INC. 

ACHILLES HONG KONG, CO., 

LTD. 崇徳有限公司、広州

崇徳鞋業有限公司、榮新科

技有限公司、阿基里斯電子

材料(東莞)有限公司及び阿

期里斯(上海)国際貿易有限

公司の中間決算日は６月30

日であり、中間連結財務諸

表の作成にあたっては同日

現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っている。

同左 連 結 子 会 社 の う ち、

ACHILLES  USA,  INC. 

ACHILLES HONG KONG, CO., 

LTD. 崇徳有限公司、広州

崇徳鞋業有限公司、榮新科

技有限公司、阿基里斯電子

材料(東莞)有限公司及び阿

期里斯(上海)国際貿易有限

公司の決算日は12月31日で

あり、連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関

する事項

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

② デリバティブ 

   時価法

② デリバティブ

同左

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産 

   総平均による原価法

③ たな卸資産

同左

③ たな卸資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ① 有形固定資産

当社及び国内連結

子会社は主として

定率法(但し、平

成10年４月１日以

降に取得した建物

(附属設備を除く)

は定額法)を採用

し、在外連結子会

社は主として定額

法を採用してい

る。

なお、主な耐用年

数は以下の通りで

ある。

建物及び構築物

   ２～50年

機械装置及び運搬

具

   ２～12年

但し、ACHILLES 

USA, INC.は建物

については定額

法、その他固定資

産は定率法を採用

している。

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ① 有形固定資産

同左

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

定額法を採用して

いる。

なお、自社利用の

ソフトウェアにつ

いては、社内にお

ける利用可能期間

(５年)に基づく定

額法を採用してい

る。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

売上債権及び貸付

金等の貸倒損失に

備えるため一般債

権については貸倒

実績率により、貸

倒懸念債権等特定

の債権については

個別に回収可能性

を検討し、回収不

能見込額を計上し

ている。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき、

当中間連結会計期

間末において発生

していると認めら

れる額を計上して

いる。

過去勤務債務は、

その発生時の従業

員の平均残存勤務

期間以内の一定の

年数(10年)による

定額法により費用

処理している。

数理計算上の差異

は、その発生時の

従業員の平均残存

勤務期間以内の一

定の年数(10年)に

よる定額法により

翌連結会計年度か

ら費用処理するこ

ととしている。

 ② 退職給付引当金

同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき計

上している。

過去勤務債務は、

その発生時の従業

員の平均残存勤務

期間以内の一定の

年数(10年)による

定額法により費用

処理している。

数理計算上の差異

は、その発生時の

従業員の平均残存

勤務期間以内の一

定の年数(10年)に

よる定額法により

翌連結会計年度か

ら費用処理するこ

ととしている。

 ③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金

の支出に備えるた

め内規に基づき、

中間連結会計期間

末要支給額を計上

している。

 ③ 役員退職慰労引当金

同左

 ③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金

の支出に備えるた

め内規に基づき、

当連結会計年度末

要支給額を計上し

ている。
(ニ)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準
外貨建金銭債権債務
は、中間連結決算日
の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換
算差額は損益として
処理している。な
お、在外子会社等の
資産、負債、収益及
び費用は、中間連結
決算日の直物為替相
場により円貨に換算
し、換算差額は資本
の部における為替換
算調整勘定に含めて
計上している。

(ニ)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準
外貨建金銭債権債務
は、中間連結決算日
の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換
算差額は損益として
処理している。な
お、在外子会社等の
資産、負債、収益及
び費用は、中間連結
決算日の直物為替相
場により円貨に換算
し、換算差額は純資
産の部における為替
換算調整勘定に含め
て計上している。

(ニ)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算基準
外貨建金銭債権債務
は、連結決算日の直
物為替相場により円
貨に換算し、換算差
額は損益として処理
している。なお、在
外子会社等の資産、
負債、収益及び費用
は、連結決算日の直
物為替相場により円
貨に換算し、換算差
額は資本の部におけ
る為替換算調整勘定
に含めて計上してい
る。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引について

は、通常の賃貸借取

引に係わる方法に準

じた会計処理によっ

ている。

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

為替予約等が付さ

れている外貨建金

銭債権債務等につ

いては、振当処理

を行っている。

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

 同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

 同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約等 外貨建金銭 

債権債務等
 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    同左

 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    同左

 ③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替

相場の変動リスク

を回避する目的で

為替予約取引等を

行っている。

 ③ ヘッジ方針

 同左

 ③ ヘッジ方針

 同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

為替予約等につい

ては、振当処理を

行っているため、

有効性の評価を省

略している。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

 同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

 同左

(ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(ト)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

  消費税等の会計処理   消費税等の会計処理   消費税等の会計処理

消費税及び地方消費

税の会計処理は、税

抜方式によってい

る。

同左 同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ている。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。

――――――  

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、39,965百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

――――――  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

―――――― （中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において、連結調整勘定として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間からのれ

んとしている。また、のれん（当中間連結会計期間末 

1百万円）は、資産の総額の100分の1以下であるため、

無形固定資産のその他に含めて表示している。

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益のその他

に含めて表示していた持分法による投資利益（前中間

連結会計期間15百万円）については、営業外収益の100

分の10超となったため、当中間連結会計期間より区分

掲記している。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間において、連結調整勘定償却額

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間か

らのれん償却額と表示している。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

68,105百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

69,700百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

68,880百万円

※２ 担保資産

担保に供し
ている資産

建物 34百万円

―――――― ―――――― 

 
 ３ 保証債務 24百万円

   みずほ信託銀行に対する、従

業員住宅融資の保証債務

 
 ３ 保証債務 18百万円

   みずほ信託銀行㈱に対する、

従業員住宅融資の保証債務

 
３ 保証債務 21百万円

   みずほ信託銀行㈱に対する、

従業員住宅融資の保証債務

 ４ 受取手形割引高 5百万円

受取手形裏書
譲渡高

1百万円

 ４ 受取手形割引高 0百万円 ４ 受取手形割引高 4百万円

 ５ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び

貸出コミットメントライン契

約を締結している。

   当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行

残高等は次の通りである。

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,000百万円

 ５ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約及び

貸出コミットメントライン契

約を締結している。

   当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行

残高等は次の通りである。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,000百万円

 ５ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約及び

貸出コミットメントライン契

約を締結している。

   当連結会計年度末における当

座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入未実行残高

等は次の通りである。

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,000百万円

―――――― ※６ 中間連結会計期間末日満期手

形及び中間連結会計期間末日

確定期日現金決済（手形と同

条件で手形期日に現金決済す

る方式）の会計処理について

は、満期日に決済が行われた

ものとして処理している。な

お、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末

日満期手形及び中間連結会計

期間末日確定期日現金決済の

金額が中間連結会計期間末残

高から除かれている。

 受取手形 1,385百万円

 支払手形 891百万円

 設備関係
 支払手形

4百万円

 買掛金 1,544百万円

―――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

 (中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加33,827株は単元未満株式の買取によるものであり、 

減少9,715株は単元未満株式の買増請求による売渡しである。 

  
  

  
２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と
なるもの 

  
該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却益 48百万円

土地、建物 48百万円他

※２ 固定資産除却損 183百万円

建物及び
構築物

94

機械装置
及び運搬具

75

その他 13

※３ 床材事業構造  
   改革損失

288百万円

たな卸資産 139

機械装置 
     その他

148

※１ 固定資産売却益 13百万円

建物 13百万円他

※２ 固定資産除却損 74百万円

建物及び
構築物

44

機械装置
及び運搬具

18

その他 11

     ――――――

※１ 固定資産売却益 71百万円

   土地、建物 66百万円
機械装置
及び運搬具

5百万円

※２ 固定資産除却損 299百万円

建物及び
構築物

128

機械装置
及び運搬具

145

その他 25

※３ 床材事業構造  
   改革損失

 288百万円

たな卸資産 139

機械装置 
     その他

148

前連結会計年度末 
株式数 
（株）

当中間連結会計期間
増加株式数 
（株）

当中間連結会計期間
減少株式数 
（株）

当中間連結会計 
期間末株式数 
（株）

発行済株式

 普通株式 195,627,147 ― ― 195,627,147

自己株式

 普通株式 6,416,865 33,827 9,715 6,440,977

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 567百万円 ３円 平成18年３月31日 平成18年６月30日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,291 百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△8

現金及び現金同等物 2,283
  

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,258 百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△8

現金及び現金同等物 3,249
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 3,358 百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△8

現金及び現金同等物 3,349



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産

機械装置
及び運搬具

1,151 291 859

その他 384 259 125

小計 1,535 550 985

無形固定資産

その他 88 64 24

合計 1,624 615 1,009

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産

機械装置
及び運搬具

1,188 400 788

その他 250 185 65

小計 1,439 586 853

無形固定資産

その他 43 31 11

合計 1,482 617 864

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産

機械装置
及び運搬具

1,174 343 830

その他 319 230 88

小計 1,493 574 919

無形固定資産

その他 65 49 15

合計 1,558 623 935

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 199百万円

１年超 870

合計 1,069

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 167百万円

１年超 792

合計 959

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 184百万円

１年超 833

合計 1,018

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 139百万円

減価償却費相当額 118

支払利息相当額 22
  

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 123百万円

減価償却費相当額 102

支払利息相当額 20
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 267百万円

減価償却費相当額 229

支払利息相当額 44

(4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によってい

る。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 8百万円

１年超 9

合計 18
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 16百万円

１年超 2

合計 18
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 39百万円

１年超 6

合計 46



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 812 2,174 1,362

合計 812 2,174 1,362

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)

非上場株式 1,114

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 838 2,342 1,504

合計 838 2,342 1,504

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)

非上場株式 1,114



前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

（注）株式の減損処理にあたっては、時価が取得価額のおおむね30％以上下落した株式について、個別銘柄ごとに時

価の回復可能性を検討し、合理的な根拠をもって回復可能性が予測できる場合を除き減損処理を行うこととし

ている。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び当中間連結会計期間(自

平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成

18年３月31日) 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対

象から除いている。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はない。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 823 2,903 2,079

合計 823 2,903 2,079

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 1,114



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

シューズ 
事業 
(百万円)

プラスチック
事業 
(百万円)

産業資材
事業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,596 15,243 19,091 47,930 ― 47,930

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 143 324 468 (468) ―

計 13,596 15,387 19,416 48,399 (468) 47,930

営業費用 12,721 14,532 18,569 45,823 1,108 46,932

営業利益 875 854 846 2,576 (1,577) 998

シューズ 
事業 
(百万円)

プラスチック
事業 
(百万円)

産業資材
事業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,800 15,997 18,857 48,655 ― 48,655

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 105 404 510 (510) ―

計 13,800 16,103 19,262 49,165 (510) 48,655

営業費用 12,943 15,234 18,572 46,751 821 47,572

営業利益 856 868 689 2,414 (1,331) 1,082

シューズ 
事業 
(百万円)

プラスチック
事業 
(百万円)

産業資材
事業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

28,737 31,605 38,669 99,012 ― 99,012

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 244 669 914 (914) ―

計 28,737 31,850 39,339 99,927 (914) 99,012

営業費用 26,722 30,203 37,764 94,689 2,201 96,890

営業利益 2,015 1,646 1,575 5,237 (3,115) 2,121



(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっている。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) シューズ事業：インジェクションシューズ、スポーツブランドシューズ、エコーシューズ 

(2) プラスチック事業：フイルム、レザー・カブロン、ラミネート、インフレータブルボート、引布 

(3) 産業資材事業：ウレタン、断熱資材、床材、壁材、工業資材、保険代理業等 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下の通り 

  

 
  

前中間連結
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額

1,568 1,331 3,115

企業集団の広告に要した費
用、提出会社本社の人事総務
部・経理部等管理部門にかか
る費用



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域について「北米」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売

上高の合計に占めるそれぞれの地域の割合が１０％未満であるため「その他の地域」として一括して記載し

ている。 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域  北米：米国 

         アジア:中国 

２ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下の通り 

  

 日 本 
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

44,314 3,616 47,930 ― 47,930

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

279 1,541 1,821 (1,821) ―

計 44,594 5,157 49,751 (1,821) 47,930

営業費用 42,404 4,775 47,179 (247) 46,932

営業利益 2,189 382 2,572 (1,573) 998

 日 本 
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

44,033 4,622 48,655 ― 48,655

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

332 1,312 1,645 (1,645) ―

計 44,366 5,934 50,300 (1,645) 48,655

営業費用 42,446 5,445 47,892 (319) 47,572

営業利益 1,919 489 2,409 (1,326) 1,082

 日 本 
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

91,294 7,718 99,012 ― 99,012

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

656 3,074 3,730 (3,730) ―

計 91,950 10,792 102,743 (3,730) 99,012

営業費用 87,389 10,121 97,510 (619) 96,890

営業利益 4,561 671 5,233 (3,111) 2,121



 
  

  

  

  

前中間連結
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額

1,568 1,331 3,115

企業集団の広告に要した費
用、提出会社本社の人事総務
部・経理部等管理部門にかか
る費用



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

 
(注) １ 「その他の地域」の海外売上高は、「北米」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売上高の合計に

占めるそれぞれの地域の割合が１０％未満であるため一括して記載している。 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

 その他の地域  北米：米国 

         アジア:中国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  

その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,999 4,999

Ⅱ 連結売上高（百万円） 48,655

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.3 10.3



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りである。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 204.76円 １株当たり純資産額 211.38円 １株当たり純資産額 214.67円

１株当たり 
中間純利益

2.33円
１株当たり 
中間純利益

1.91円
１株当たり
当期純利益

7.77円

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益 
(百万円)

441 361 1,470

普通株主に帰属しない 
金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円)

441 361 1,470

普通株式の期中平均 
株式数(千株)

189,275 189,200 189,253

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

― 39,989 ―

普通株式に係る中間期
末の純資産額(百万円)

― 39,989 ―

１株当たり純資産額の
算定に用いられた中間
期末の普通株式の数(千
株)

― 189,186 ―



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 973 1,899 1,784

  受取手形 ※６ 12,341 11,701 13,764

  売掛金 20,147 20,437 21,137

  たな卸資産 9,401 9,863 9,339

  その他 2,518 2,173 2,346

  貸倒引当金 △1,528 △1,508 △1,543

  流動資産合計 43,853 55.6 44,566 56.5 46,828 57.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

   建物 7,756 7,826 7,900

   機械装置 7,249 6,850 6,977

   土地 5,327 5,323 5,323

   その他 1,930 1,950 1,900

有形固定資産合計 22,264 21,951 22,102

 ２ 無形固定資産 422 360 406

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 3,163 3,316 3,870

   関係会社株式 3,067 3,067 3,067

   長期貸付金 781 579 689

   繰延税金資産 4,648 4,361 4,392

   その他 1,364 1,161 1,227

   貸倒引当金 △679 △540
△561 
 

投資その他の資産合計 12,345 11,944 12,686

   固定資産合計 35,032 44.4 34,256 43.5 35,195 42.9

    資産合計 78,886 100.0 78,822 100.0 82,023 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形 ※６ 5,276 4,935 5,161

  買掛金 ※６ 12,376 12,627 12,559

  短期借入金 2,200 2,700 4,400

  一年内返済予定 
  長期借入金

4,800 ― ―

  未払金 2,514 1,921 2,192

  未払法人税等 239 67 375

  未払費用 2,121 2,185 2,086

  その他
※２ 
※６

2,028 2,081 1,784

   流動負債合計 31,557 40.0 26,519 33.6 28,559 34.8

Ⅱ 固定負債

  長期借入金 ― 5,000 5,000

  退職給付引当金 9,263 8,676 9,212

  役員退職慰労引当金 335 201 366

   固定負債合計 9,598 12.2 13,877 17.7 14,579 17.8

    負債合計 41,156 52.2 40,397 51.3 43,138 52.6



  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 14,640 18.6 ― ― 14,640 17.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 3,660 ― 3,660

 ２ その他資本剰余金 7,712 ― 7,712

   資本剰余金合計 11,372 14.4 ― ― 11,373 13.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金 10,474 ― 10,474

 ２ 中間(当期)未処分利益 1,340 ― 2,088

   利益剰余金合計 11,815 15.0 ― ― 12,563 15.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 787 1.0 ― ― 1,203 1.5

Ⅴ 自己株式 △886 △1.1 ― ― △896 △1.1

   資本合計 37,730 47.8 ― ― 38,884 47.4

  負債・資本合計 78,886 100.0 ― ― 82,023 100.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 14,640 ―

 ２ 資本剰余金

   資本準備金 ― 3,660 ―

   その他資本剰余金 ― 7,713 ―

   資本剰余金合計 ― 11,373 ―

 ３ 利益剰余金

   その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 760 ―

    別途積立金 ― 10,300 ―

    繰越利益剰余金 ― 1,361 ―

   利益剰余金合計 ― 12,422 ―

 ４ 自己株式 ― △902 ―

   株主資本合計 ― ― 37,534 47.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 866 ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 24 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 890 1.1 ― ―

   純資産合計 ― ― 38,425 48.7 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 78,822 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 40,967 100.0 40,231 100.0 84,218 100.0

Ⅱ 売上原価 33,577 82.0 33,442 83.1 69,407 82.4

   売上総利益 7,389 18.0 6,789 16.9 14,811 17.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,938 16.9 6,546 16.3 13,761 16.3

   営業利益 450 1.1 243 0.6 1,049 1.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 557 1.4 628 1.6 1,063 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 181 0.4 174 0.4 347 0.4

   経常利益 827 2.0 696 1.7 1,766 2.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 156 0.4 66 0.2 466 0.6

Ⅶ 特別損失 ※４ 458 1.1 74 0.2 572 0.7

   税引前中間(当期)純利益 525 1.3 689 1.7 1,660 2.0

   法人税、住民税及び 
   事業税

197 14 537

   法人税等調整額 △39 157 0.4 249 263 0.7 6 543 0.6

   中間(当期)純利益 368 0.9 426 1.1 1,116 1.3

   前期繰越利益 972 ― 972

   中間(当期)未処分利益 1,340 ― 2,088



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  その他利益剰余金の内訳 

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 14,640 3,660 7,712 11,373 12,563 △896 37,681

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) ― ― ― ― △567 ― △567

 中間純利益 ― ― ― ― 426 ― 426

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △7 △7

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― 1 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
         (百万円) ― ― 0 0 △141 △5 △146

平成18年９月30日残高(百万円) 14,640 3,660 7,713 11,373 12,422 △902 37,534

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,203 ― 1,203 38,884

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) ― ― ― △567

 中間純利益 ― ― ― 426

 自己株式の取得 ― ― ― △7

 自己株式の処分 ― ― ― 1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △337 24 △313 △313

中間会計期間中の変動額合計 
         (百万円) △337 24 △313 △459

平成18年９月30日残高(百万円) 866 24 890 38,425

特別償却 
準備金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4 769 9,700 2,088 12,563

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) ― ― ― △567 △567

 特別償却準備金の取崩(注) △4 ― ― 4 ―

 固定資産圧縮積立金の積立 (注) ― 132 ― △132 ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩(前期分) (注) ― △106 ― 106 ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩(当中間会計期間分) ― △35 ― 35 ―

 別途積立金の積立 (注) ― ― 600 △600 ―

 中間純利益 ― ― ― 426 426

中間会計期間中の変動額合計 
         (百万円) △4 △9 600 △727 △141

平成18年９月30日残高(百万円) ― 760 10,300 1,361 12,422



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  …移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

 

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  …移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間会計期間末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

  …移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

 

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

(2) デリバティブ 

  時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

  総平均法による原価法

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法(但し、平成10

年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を

除く)については定額

法)を採用している。 

なお、主な耐用年数は

以下の通りである。 

建物   ２～50年 

機械装置 ２～12年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用してい

る。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法を採用している。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却によってい

る。

なお、償却期間は、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

いる。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権及び貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

している。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により費用処理

している。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌事

業年度から費用処理す

ることとしている。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してい

る。

  過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により費用処理

している。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる定額法により翌期

から費用処理すること

としている。

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上している。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上している。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

る。

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
 為替予約等が付されてい
る外貨建金銭債権債務等
については、振当処理を
行っている。

①ヘッジ会計の方法
同左 
 

①ヘッジ会計の方法
同左

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約等 外貨建金銭債権

債務等

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

③ヘッジ方針
 外貨建取引の為替相場の
変動リスクを回避する目
的で為替予約取引等を行
っている。

③ヘッジ方針
同左

③ヘッジ方針
同左

④ヘッジの有効性評価の方
法
 為替予約等については、
振当処理を行っているた
め、有効性の評価を省略
している。

④ヘッジの有効性評価の方
法

同左

④ヘッジの有効性評価の方
法

同左

７ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項

消費税等の会計処理
 消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式に
よっている。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。

――――――

――――――  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基 準」( 企 業 会 計 基 準 第 ５ 号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、38,400百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用している。  

 これによる損益に与える影響はな

い。

――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

61,975百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額            63,130百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

62,266百万円

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示してい

る。

※２ 消費税等の取扱い

同左

――――――

 ３ 偶発債務

(イ)みずほ信託銀行に対して従

業員住宅融資の保証債務24

百万円がある。

 ３ 偶発債務

(イ)みずほ信託銀行㈱に対して

従業員住宅融資の保証債務

18百万円がある。

 ３ 偶発債務

(イ)みずほ信託銀行㈱に対して

従業員住宅融資の保証債務

21百万円がある。

(ロ)関係会社の金融機関借入金

等に対する保証債務は次の

通りである。

(ロ)関係会社の金融機関借入金

等に対する保証債務は次の

通りである。

(ロ)関係会社の金融機関借入金

等に対する保証債務は次の

通りである。

 

ACHILLES HONG KONG

CO.,LTD 15百万円

(HK$1,095,630)

阿基里斯電子材料(東莞) 
有限公司

124百万円

(US$1,100,000)

阿基里斯(上海)国際貿易 
有限公司

13百万円
(中国元1,000,000)

アキレス関東販売㈱

3百万円

(US$33,157)

ACHILLES HONG KONG

CO.,LTD 24百万円

(US$  421,713)
(HK$1,171,215)

阿基里斯(上海)国際貿易
有限公司

29百万円

(中国元2,000,000)

 
 

 

ACHILLES HONG KONG

CO.,LTD 25百万円

(HK$1,710,184)

阿基里斯電子材料(東莞) 
有限公司

70百万円

(US$600,000)

阿基里斯(上海)国際貿易 
有限公司

58百万円
(中国元4,000,000)

 ４ 受取手形割引高

73百万円

 ４ 受取手形割引高

49百万円

 ４ 受取手形割引高

113百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行

と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結

している。

   当中間会計期間末における当

座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入未実行残高

等は次の通りである。

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,000百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行

と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結

している。

   当中間会計期間末における当

座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入未実行残高

等は次の通りである。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,000百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行

と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結

している。

   当事業年度末における当座貸

越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は

次の通りである。

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額

3,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,000百万円



 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

―――――― ※６ 中間会計期間末日満期手形及

び中間会計期間末日確定期日

現金決済（手形と同条件で手

形期日に現金決済する方式）

の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとし

て処理している。なお、当中

間会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形及び中

間会計期間末日確定期日現金

決済の金額が中間会計期間末

残高から除かれている。

 受取手形 1,353百万円

 支払手形 773百万円

 設備関係
 支払手形

4百万円

 買掛金  1,544百万円

―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加33,827株は単元未満株式の買取によるものであり、 

   減少9,715株は単元未満株式の買増請求による売渡しである。  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 10百万円

受取配当金 217百万円

賃貸料 155百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 8百万円

受取配当金 348百万円

賃貸料 163百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 38百万円

受取配当金 376百万円

不動産等賃貸料 312百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 56百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 63百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 111百万円

※３ 特別利益の主要項目

地球温暖化防止
支援事業費補助
金受入額

78百万円
 

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入
益

53百万円

 

※３ 特別利益の主要項目

保険差益 103百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 170百万円

   (建物83百万円、

   機械装置72百万円、

   工具器具備品11百万円他)

床材事業構造 
改革損失

288百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 74百万円

   (建物44百万円、

   機械装置17百万円、

   工具器具備品11百万円他)

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 284百万円

   (建物117百万円、

   機械装置140百万円、

   工具器具備品24百万円他)

床材事業構造 
改革損失

288百万円

   (たな卸資産139百万円、

    機械装置その他148百万円)

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,327百万円

無形固定資産 80百万円

   

    

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,296百万円

無形固定資産 80百万円

   (たな卸資産139百万円、 

    機械装置その他148百万円)

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 2,864百万円

無形固定資産 162百万円

前事業年度末 
株式数 
（株)

当中間会計期間
増加株式数 
(株)

当中間会計期間
減少株式数 
(株)

当中間会計期間末 
株式数 
(株)

自己株式

 普通株式 6,416,865 33,827 9,715 6,440,977



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産

機械装置 1,074 258 815

その他 410 271 138

小計 1,484 530 954

無形固定 
資産

88 64 24

小計 88 64 24

合計 1,573 595 978

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産

機械装置 1,074 355 718

その他 286 196 89

小計 1,360 552 807

無形固定 
資産

43 31 11

小計 43 31 11

合計 1,403 584 818

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産

機械装置 1,074 307 766

その他 348 239 108

小計 1,423 547 875

無形固定
資産

65 49 15

小計 65 49 15

合計 1,488 596 891

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 181百万円

１年超 839

合計 1,021

１年以内 142百万円

１年超 735

合計 878

１年以内 162百万円

１年超 782

合計 944

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 127百万円

減価償却費相当額 110

支払利息相当額 22

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 109百万円

減価償却費相当額 92

支払利息相当額 20

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 248百万円

減価償却費相当額 213

支払利息相当額 44

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってい

る。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 2百万円

１年超 2

合計 4
  

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 9百万円

１年超 0

合計 9
  

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 32百万円

１年超 1

合計 34

 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

第87期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 中間配当については、平成18年11月15日

開催の臨時取締役会において、これを行わない旨を決議した。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第86期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 平成18年６月29日関東財務局

長に提出。 

  (2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書) 平成18年７月５日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はない。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

アキレス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアキレス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、アキレス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間

から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸

表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  茂  木  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

アキレス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアキレス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、アキレス株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  原     健  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

アキレス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアキレス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第86期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、アキレス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  茂  木  浩  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

アキレス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアキレス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第87期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、アキレス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  原     健  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。
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